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復興ビジョン（資料） 

 

１ 復旧・復興の目的 

市民の安全・安心の最大限の確保 目的① 

○ 大震災により、多くの市民の生命・財産が失われた。 
○ 本市の社会基盤に深く、大きな爪跡を残した。 
○ 原子力発電所災害の影響により、多くの市民の皆様の生活の安全・安心

は損なわれている。 
○ 復興にあたっては、災害に強いまちづくりを進めることが求められる。 
○ 医療、福祉、住まい、雇用など生活に直結するあらゆる環境においての

安全と安心の確保が求められる。 

震災前より更に活力を備えたまちの創造 目的② 

○ 本市の産業は、震災及び風評被害により大きな打撃を受けている。 
○ 震災前から人口減少・少子高齢化の課題がある。 
○ 市民生活や福祉、教育などの水準を保ち、都市としての魅力を維持して

いくため、単に以前の水準に戻すのではなく、本市の地域特性や資源など

の総力を結集する。 
○ 市のポテンシャルを最大限に活かしながら、震災前よりもさらに活力を

備えた創造的復興に向けて取り組む。 

 

資料２ 
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２ 目的達成に向けた復興の視点（理念） 

「オールいわき」「オールジャパン」による復旧・復興（連携） 視点① 

○ 世界でも類を見ない未曾有の複合災害への対応となる。 
○ 再生・復興には、行政・市民・企業等が一体となり、英知とエネルギー

を結集する必要がある。 
○ 再生・復興には、市内の力のみではなく、日本全国の連携・協力が必要

となる。 

災害に強く、安全で、安心できるまちを目指す復興（安心） 視点② 

○ 今回の震災で、多くの市民の皆様の生命・財産が失われた。 
○ 原子力発電所災害の影響で、市民の生活の安全・安心が損なわれた。 
○ 復興にあたっては、減災の観点もとりいれながら、災害に強いまちづく

りを進めることが求められる。 
○ インフラの整備、バックアップ機能などの強化が必須である。 
○ 支えあいの心が災害時の対応には重要である。 
○ 防災教育も災害時の対応には重要である。 
○ 医療、福祉、住まい、雇用などあらゆる環境が整わないと安心感は得ら

れない。 

前例のない複合災害からの再生モデルを世界に示す復興（活力） 視点③ 

○ 今回の災害は、地震、津波による被害に加え、原子力災害とその風評被

害が重なった前例のない複合災害である。 
○ 長い海岸線や港湾等これまで整備されてきた社会資本や蓄積されてきた

技術等の地域資源を活用することが重要である。 
○ 再生エネルギーの積極的導入や、新産業・研究都市づくりなどへの取り

組みが必須である。 
○ 前例のない複合災害からの再生モデルを世界に示す。 
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住む人も住む場所も世界から愛されるまちを目指す復興（魅力） 視点④ 

○ 原子力発電所災害の影響による市外への人口の流出がある一方で、相双

地区からのいわき市に避難している人がいる。 
○ いわき市は被災地でもあると同時に被災者支援地でもある。 
○ いわきに人を呼び戻し、さらに新たな人を呼び込むことが必須である。 
○ 市内にいる人が住み続けたくなるような魅力の再生と発信が重要であ

る。 
○ 国際会議などの MICE の誘致、復興イベントの開催などにより魅力を発

信する。 
○ 原子力発電所対応の前線基地としての役割を果たし、世界から愛される

まちを目指す。 

原子力に依存しない社会を目指すとともに、原子力災害を忘れず、

受け入れ、克服する復興（脱原子力） 
視点⑤ 

○ 災害が起こる前の生活を取り戻すためには、モニタリングや放射線量の

低減化などの原子力災害への対応が必要である。 
○ 医療体制の強化など、万一に備えた健康被害への対応が必要である。 
○ 正しい知識を身につけ、正しい判断ができるよう教育が必要である。 
○ 廃炉までには長い期間を要するという現実を受け入れることが重要であ

る。 
○ 原子力災害を胸に刻みながら、再生可能エネルギーの先端基地などの将

来像を展望し、今回の原子力災害を乗り越えることが重要である。 

 

３ 推進期間（平成 23 年度～平成 32 年度） 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

  ○復旧に向けた取組み  概ね３年間を目途 
  ○復興に向けた取組み  概ね５年間を目途 
  ○発展に向けた取組み  概ね 10 年間を目途 

復旧期 

復興期 

発展期 

目
的
の
達
成
（
再
生
後
の
イ
メ
ー
ジ
） 

復旧に向けた取組み 

復興に向けた取組み 

発展に向けた取組み 

H25 H23 H27 H32 
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４ 取組の柱（目標） 

市民生活の再生・安定 

○ 本市を支える市民一人ひとりの安全と安心の確保を最優先とする。 
○ 市民の皆様の住まいと暮らしの再建に向けた総合的な支援をする。 

柱① 

・ 住宅対応 
・ 雇用の確保 
・ コミュニティの形成 
・ 医療・福祉       など 

生活・社会基盤の再生 

○ 震災の体験を教訓に、より災害に強い社会基盤、都市基盤を整備する。 
○ 市民の皆様や市民活動団体、事業者などの様々な主体と連携し、地域力の強化

を図り、災害対応力を高める。 

柱② 

・ インフラの整備 
・ 土地利用 
・ 災害教訓と教育 
・ ゴミ処理対応 
・ 情報の受発信 
・ 公共施設の適正化   など 

経済・産業の再生・創造 

○ 市民の暮らしの安心の基盤であり都市活力の源となる地域経済の復興再生に

向け、地域企業の経営再建を支援する。 
○ 風評被害で甚大な被害を受けている本市産業の復興に向け、官民連携のもと取

組みを進める。 

柱③ 

・ 医療・福祉体制の強化 
・ 新エネルギーの促進 
・ 産業再生 
・ まちづくり団体の基盤強化 
・ 企業等誘致 
・ 魅力の発信         など 
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原子力発電所災害からの再生・創造 

○ 原子力発電所災害により、放射能汚染、風評被害など様々な影響がでており、

本市の復旧・復興のためには、その影響を払拭することが重要である。 
○ 国等と連携しながら取組みを進める。 
○ 福島第一原子力発電所の廃炉までは長期間かかるものと予想される。 
○ 原子力発電所災害を受け入れ、克服し、復興に向けた取組みを進める。 

柱④ 

・ 放射能汚染への対応 
・ モニタリング体制 
・ 原子力災害補償 
・ 風評被害対応     など 

復興の推進にあたって 

○ 復旧・復興にあたっては、膨大な業務量が想定されることから、市の体制を整

理・強化し、国、県等との連携強化の体制を整え、取組みを進める必要がある。

○ 復旧・復興にあたっては、膨大な費用を要することから、国、県の財政支援の

ほか、新たな財源の確保方策を検討する必要がある。 

柱⑤ 

・ 市の体制の強化 
・ 国、県との連携強化 

・ 復興への人材確保 

・ 財源確保      など 
 

 


